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参加者の有無を確認する公募手続に係る公示書  

 

令和７年１月 10 日 

福岡市環境局施設部埋立管理事務所 

 

１  公募の趣旨 

本業務は、西部（中田）埋立場及び、西部（今津）埋立場等からの浸出水を受け入れ、

前処理、生物処理及び凝集沈殿処理した後、ろ過処理及び活性炭処理を行い、一般廃棄

物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令及び自主管理値の水質基準以下に処理

した水を公共河川へ放流するものである。 

処理過程で発生した汚泥は濃縮、脱水し、西部（中田）埋立場へ運搬処理する。 

施設の運転管理及び維持補修等においては厳重な安全対策が求められるとともに、当

該業務に対する高度の知識と技術が必要であり、さらに「廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律」を熟知し、業務受託するに足りる人員や財政的基盤を有し、それに則った業務

を遂行する必要がある。 

このため、特定の者（西部汚水処理場運転業務委託の受託者）を相手方とする契約手続

を行う予定としているが、当該特定の者以外の者で、４の公募要件のすべてを満たし、

本業務の受託を希望する者の有無を確認する目的で、参加意思確認書の提出を求める公

募を実施するものである。 

公募の結果、応募者がいない場合、応募者があっても４の公募要件を満たすと認めら

れる者がいない場合、公募要件を満たすと認められる者がすべて辞退した場合は、特定

の者との随意契約の手続に移行する。 

なお、４の公募要件を満たすと認められている者がいる場合は、競争による見積合わ

せの手続を実施する予定である。 

 

２  委託契約の概要 

 (1)  委託契約の件名  令和７年度西部汚水処理場運転業務委託 

 (2)  履 行 場 所  福岡市西区今津地内 

 (3)  委託業務の内容  西部埋立場（中田、今津）から発生する浸出水の処理業務等 

 (4)  履行期間(予定)   令和７年４月１日から令和８年３月 31 日まで 

 

３  参加資格 

参加意思確認書を提出する者は、次のいずれにも該当する者でなければならない。 

(1)  「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45年 12 月 25 日法律第 137 号）（以

下、「廃掃法」という。）第７条第５項第４号のイ～ヌに該当しない者。 

(2)  福岡市・水道局・交通局競争入札有資格者名簿に登録されている者。 

(3)  「福岡市競争入札参加停止等措置要領」に基づく競争入札参加停止措置、競争入札

参加資格取消措置又は排除措置を受けている期間でないこと。ただし、当該公募手

続きの結果行うこととなった指名競争入札等の手続期間において、「福岡市競争入札

参加停止等措置要領」に基づく競争入札参加停止措置、競争入札参加資格取消措置
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又は排除措置を受けている期間が終了していると判断される者を除く。 

 

４  公募要件 

  (1)  公募日現在において福岡市に本店を有する業者であること。 

(2)  「一般廃棄物もしくは産業廃棄物最終処分場」において、処理量の変動に適応が可 

  能である、複数の処理系統を持つ水処理施設の運転管理を、平成 27年１月 10 日か 

ら令和７年１月９日までの間に連続して複数年履行した実績がある者。 

(3)  前項業務における実務経験を 15 年以上有し、かつ「廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律施行規則」（昭和 46 年９月 23 日厚生省令第 35 号）第 17 条に規定する、技術

管理者資格（ただし、同条第１項第４号においては、最終処分場技術管理士認定を受

けた者に限る）を有する人員を２名以上配置すること。 

      なお、技術管理者は、「福岡市廃棄物受入基準」に定める埋立場のごみ受入日には、

必ず最低１名施設に常駐すること。 

   

５  準備業務 

見積合わせにより本業務委託を落札した者は、業務委託履行開始のために、現在の西

部汚水処理場運転委託業務受託者から令和７年３月３１日までに引継を受けること。な

お、引継に要する費用は落札者の負担とする。 

 

６  契約条件 

    見積合わせ後、次に掲げる条件を満たすことを契約の条件とする。 

  (1)  器材検査を行う令和７年２月末までの間に、以下の車両を自社保有（借り上げ車 

両可）していること。 

①  ４トン水密式ダンプトラック（汚泥搬出等）  １台 

②  ４輪駆動式軽トラック（作業等）    １台 

  (2)  「廃掃法」第６条の２第２項及び「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令」（昭

和 46年９月 23日政令第 300 号）第４条に基づき、市が実施する受託資格審査に合格

すること。 

  (3)  契約の締結については、本件に係る予算が成立していること。 

 

７  次年度以降の再契約 

本業務を受託した者（特定の者との随意契約の手続に移行した場合を含む）は、業務

の履行状況が良好な場合に、本契約を単年度契約で４回を限度に再契約することができ

る。ただし、市の施策の変更（次世代車両※導入等）により、業務内容に重要な変更が

生じる場合は更新を行わないことがある。 

※次世代車両：電気自動車(EV)、燃料電池自動車(FCV) 

 

８  手続等 

(1)  公募説明書の配布期間及び配布方法等 

①  配布期間 

令和７年１月 10 日から令和７年１月 27日まで 
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②  配布方法 

福岡市ホームページにて配布する。 

③  配布書類 

公募説明書、参加意思確認書、仕様書 

 

(2)  参加意思確認書の提出期間、提出場所及び提出方法 

①  提出期間 

令和７年１月 10 日から令和７年１月 27日までの（土曜・日祝日を除く） 

毎日、10時 00 分から 16時 00 分まで 

②  提出場所 

福岡市環境局施設部埋立管理事務所  西部水処理係 

所在地   福岡市西区今津 4439 番地 

電 話  092-285-8426 

担 当  松尾、梶原 

 ③  提出方法 

       応募者は、「参加意思確認書」に委託契約の履行に必要な要件を満たすことを証す

る書類を作成・添付し、提出期限までに直接持参すること。 

 

＜必要な要件を満たすことを証する書類一覧＞    

提出書類 公募要件 

公募要件に相当する業務実績（契約書の写し、概要等の実績が

分かる資料等） 

４(2) 

雇用を証明する資料（業務遂行責任者予定者の社員名簿、居住 

地が分かる資料、有資格者証）の写し  

４(3) 

     

(3)その他 

① 参加意思確認書が提出期限までに到達しなかった場合は、参加意思確認書の提出

を無効とする。 

② 参加意思確認書を提出した者に対して、審査結果を通知する。 

③ ②の通知で、委託契約の履行に必要な要件を満たさないとされた者は、通知をし

た日の翌日から起算して７日以内に、書面により、福岡市環境局施設部埋立管理事

務所に対して、委託契約の履行に必要な要件を満たされないとされた理由について

説明を求めることができる。 

 

９  問い合わせ先 

  福岡市環境局施設部埋立管理事務所  西部水処理係 

所在地   福岡市西区今津 4439 番地 

電 話  092-285-8426 

担 当  松尾、梶原 

 

１０  予算その他本市の事情により、当該公募手続きの中止又は当該手続きにより行うこ



 4 / 4 
 

ととなった当該業務の競争による見積合わせを中止する場合がある。 

 

１１  その他詳細は公募説明書による。 


